「共同作業所づくり運動」とゆたか福祉会・・報告要旨
社会福祉法人ゆたか福祉会：後藤強

・私たちの仕事は、障害のある当事者に対する働きかけを軸に、その家族や関係者を巻き込みながら展開されていきます。言い方を変えれば、当事者の抱えている問題のより良い解決の方法を、幅広い人たち（当事者自身を含む）によってまとめ上げ、実現していく共同作業の過程だと言えます。地域や社会との関係性も含め、この共同の深まりや広がりをどれだけ築いていけるかによって、当事者個々の生活が変わるだけでなく、彼らを受け止める社会のあり方も変わっていきます。

・またこの共同作業は、障害のある人を真ん中におきつつ、その人間としてのあたりまえの願いや要求を実現していくプロセスをとおして、そこに集う関係者（当事者自身を含む）一人ひとりの活動の幅や共感関係を広げ、その人間的・人格的な成長を促していく側面を持っています。70年代から80年代にかけ、作業所づくり運動が全国に大きく広がることになった原動力に、こうした「共同の自己実現の自由とゆたかさの獲得」があったことは、とても重要であると考えます。
・ゆたか福祉会の創生期の活動は、こうした共同作業所づくり運動の原型となったと言われていますが、事業開始から10年目に策定された「第一期長期プラン」において、その事業の理念と位置づけが、次の3点に整理されています。
①権利の主体・施設の主人公としての仲間たちのゆたかな生活と発達の保障をめざして

②民主的経営体の確立と施設の民主的運営をめざして

③地域にねざし、障害者団体等と連帯した施設づくりをめざして
※この時整理された3つの理念は、力点の置き所や表現をその都度修正しつつ、ゆたか福祉会の事業目的として今日まで受け継がれてきています。
・本日のシンポジウムのねらいを念頭に、論点となるであろう、その特徴点のいくつかを書き並べてみます。
・まず①に関しては、障害のある人の労働を、賃金保障に留めず、「人間としての生存・発達への権利」としてとらえなおし追及したことや、労働に内在する目的意識性や集団性・社会性を重視し、「働くなかでたくましく」育つ当事者像を提起した点があげられます。更に、こうした活動の総体において、職員集団は当事者集団に対し一方的に主導的立場に立つのではなく、相互の人間的人格の尊重を基礎にした、対等平等な労働者（仲間）としての関係を重視した点もポイントです・・・・・このことは、当事者に対する職員固有の主導的役割をけっして否定するものではありませんし、また当事者はこうした職員の固有の役割に対し常に受動的立場に固定化されていたわけでもありません。言わば、当事者集団は、職員集団の取り組む活動の総体において、「客体」であると同時に「主体」であるという点に特徴があると考えます。
・②の民主的運営については、まだ個々の善意に依拠した「運営委員会」時代に、利潤追求至上主義や私物化の偏向が持ち込まれようとしたのを、家族や職員が中心となって跳ね除け、「柱一本、石ころ一つずつでも持ち寄って、自分たちの工場をつくろう」に代表される、共同財産・共同事業の理念を獲得したことに始まります。その後、事業の法人化や複数施設化に対応した経営管理機構の整備、労使関係の展開を通し、この理念は「民主経営論」として展開され、30周年の際には「ゆたか福祉会綱領」が策定され、その実体化が強力に追及されました。しかし、「先駆者」としての自己意識の肥大化と「共同」の教条化は、様々な歪みと過ちを生み出し破綻することとなりました。共同性や民主性の内実をどうとらえ築いていくのか、依然として試行錯誤が続けられています。
・③。ゆたか福祉会の事業は、常に財政困難とたたかいであり、運動の力でそれを乗り越えてきた歴史でもあります。様々な矛盾や困難を関係者による討議や学習を通じて克服しつつ、同時に広く地域や行政に向かって運動として拡げ前進させてきました。この活動は、財政問題の解決や制度の実現といった果実だけでなく、多くの理解者や協力者を広げるとともに、法人としての主体性と自主性を獲得していくプロセスであったといえます。施設づくりは単なる箱作りではありません。隔離・保護するための施設ではなく、当事者が社会の一員として、人間らしく生きていくための、地域社会に開かれた施設でなくてはなりません。運動のプロセスは、その中身を問い基礎作りをしていく過程として重要な意味を持つはずです。
